
   

 

 

 

７月分                            №11 

件 名 副首都構想について 

受付日 令和８年７月 27 日 

ご意見・ご提案

の概要 

国会で副首都法案が可決され、副首都制度をめぐる

法整備や愛知県など各地域の動きが進む中、岐阜県、

愛知県及び三重県が三位一体となった「中京圏副首都

構想」を岐阜県から提案することが、最も現実的で強

力な構想になるのではないか。 

 また、愛知県及び名古屋市が先行して副首都構想を

具体化する中、岐阜県が様子見を続ければ、制度設計

や機能配置に関与する機会を失い、行政機能や企業、

投資、雇用が愛知県内に集中してしまい、岐阜の衰退

が加速してしまうおそれがある。今の段階から愛知県

に連携を呼びかけ、岐阜駅周辺や東濃地域が担う役割

を確保してほしい。 

県の考え方  ７月に成立した「副首都構想」関連法によると、副

首都は「国の行政機構の立地状況」「人口及び経済の

集積状況」「必要な地方行政体制」のいずれにも該当

する地域を含む道府県が申請し、国が道府県単位で指

定するものとなっています。そして、３つの要素の具

体的な要件については、今後定められることとなって

います。 

 愛知県・名古屋市が副首都の指定に向けての取組を

開始されていますが、副首都に求められる要件のほ

か、そこにどのような機能を持たせるのかが具体的に

なってきた段階で、岐阜県がどのような役割を担うこ

とができるのかを検討してまいります。 
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